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平成２４年１２月１２日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 請求異議事件 

口頭弁論終結日 平成２４年１０月１７日 

 

判     決 

原告          株式会社Ｘ 

被告          国 

 

主     文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は、原告の負担とする。 

３ 本件につき、当裁判所が平成２４年５月２４日にした強制執行停止決定（平

成●●年（○○）第●●号）を取り消す。 

４ この判決は、前項に限り、仮に執行することができる。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

福岡高等裁判所那覇支部平成●●年（○○）第●●号事件の確定判決に係る請

求権の一部金１９１５万４７６５円について、那覇地方裁判所が平成２４年２月

２８日付与した執行文の付された債務名義の正本に基づく、被告から原告に対す

る強制執行を許さない。 

第２ 事案の概要 

本件は、原告が、被告に対し、① 原告と有限会社Ａ（以下、「Ａ社」とい

う。）との間に存する福岡高等裁判所那覇支部平成●●年（○○）第●●号売

掛代金請求控訴事件の確定判決（以下、「本件債務名義」という。）に係る請

求権の一部金１９１５万４７６５円（但し、一部の滞納国税については、延滞
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税も含む。）について、那覇地方裁判所裁判所書記官が平成２４年２月２８日

に執行文（以下、「本件執行文」という。）を付与したことについて、Ａ社に

対する国税徴収権が時効消滅しており、承継すべき事由がないとして、民事執

行法３４条１項により、その執行文の付された債務名義に基づく強制執行の不

許を求めて上記執行文付与に対する異議の訴えを提起し、かつ、② 本件債務

名義にかかる給付請求権である売買代金請求権は、解除により既に消滅してい

るとして、民事執行法３５条１項により、本件債務名義に基づく強制執行の不

許を求めて、請求異議訴訟を提起した事案である。 

１ 前提となる事実（認定に供した証拠関係は括弧内に掲記した。） 

（１）本件債務名義は、Ａ社が原告に対し６５６２万円の給付請求権を有する旨

の請求債権の存在をその内容としている。（甲３、弁論の全趣旨） 

（２）Ａ社は、別紙の滞納税金目録の国税欄の「税目」欄に記載された各国税を

滞納した（なお、同目録に記載された各国税の本税、加算税及び法律により

算定される延滞税も含めて、以下、「本件各滞納税金」という。）。被告は、

平成２３年６月８日、国税徴収法６２条に基づき、Ａ社に対し、本件各滞納

税金に係る滞納処分として、本件債務名義で公証されている債権を差し押さ

えた（以下、「本件債権差押え」という。）。（乙１、弁論の全趣旨） 

（３）被告は、那覇地方裁判所裁判所書記官に対し、被告が国税徴収法６７条に

基づき、本件債務名義に表示されている給付請求権のうち、本件各滞納税金

の額について取立権を取得し、取立権の範囲において上記給付請求権を承継

したことを前提に、本件債権差押えの差押調書を民事執行法２７条２項にい

う「承継等を証する文書」として提出した。那覇地方裁判所裁判所書記官は、

平成２４年２月２８日、本件債務名義に係る請求権の一部元本１９１５万４

７６５円及びこれに付加される加算税、延滞税について、本件執行文の付与

をした。（甲６、弁論の全趣旨） 

（４）被告は、平成２４年３月１６日、福岡地方裁判所に対し、本件債務名義に
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かかる給付請求権の内の一部（元本３５２４万２３６５円・執行費用６７３

０円の合計３５２４万９０９５円）を請求債権とし、原告が株式会社Ｂ銀行

本店営業部に有する銀行預金口座の差押えを申し立て、同月２２日、差押命

令が発令され、債務者である原告及び第三債務者である株式会社Ｂ銀行にそ

れぞれ送達された。（甲７、弁論の全趣旨） 

（５）原告は、平成２４年５月１５日、本件訴訟を提起するとともに、本件執行

文の付された本件債務名義に基づく強制執行停止決定の申立てをした。当裁

判所は、平成２４年５月２４日、同申立てに基づき、強制執行停止決定をし

た（平成●●年（○○）第●●号）。（顕著な事実） 

２ 争点及び当事者の主張 

（１）執行文付与に対する異議の訴え関連－本件各滞納税金の時効消滅（争点①） 

（原告の主張） 

ア 本件執行文は、Ａ社から被告への特定承継（本件債権差押え）を理由と

する承継執行文であるが、本件執行文付与の時点で、本件債権差押えの請

求債権である本件各滞納税金の国税徴収権は、国税通則法７２条により、

消滅時効が完成しており、消滅している。 

したがって、本件執行文付与については、本件債権差押えの効力がなく、

承継すべき事由がないにもかかわらずなされたものであるから、本件執行

文付与に基づく強制執行は、許されるべきではない。 

イ （被告の主張に対する反論） 

被告は、本件各滞納税金の消滅時効の中断事由を主張するが、その中断

効は、その相対性ゆえにＡ社に対し及ぶに過ぎず、差押手続における差押

債権の第三債務者である原告には及ばない。 

また、国税通則法７２条２項は、国税徴収権は、法定納期限の翌日より

起算して５年間の経過により、援用を要せずして、絶対的に消滅するもの

であって、この意味からも、時効の中断効は、原告に及ばない。 
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（被告の主張） 

本件各滞納税金には、次のとおり、民法１４７条所定の消滅時効の中断事

由がある。本件各滞納税金は、次のア及びイの各事由により時効が中断して

おり、消滅時効は完成していない。 

よって、本件執行文付与に瑕疵はない。 

ア Ａ社は、被告に対し、平成２０年１１月１４日、本件各滞納税金を徴収

する意思を表明して債務の承認をしている。 

イ 沖縄国税事務所長は、本件各滞納税金の徴収を実現するため、国税徴収

法４７条に基づき、平成２０年１１月１４日付けで、本件各滞納税金を請

求債権として、Ａ社が原告に対し有する本件債務名義にかかる請求債権を

差し押え（以下、「平成２０年差押え」という。）、同月２０日に、差押

調書がＡ社に交付され、同月２１日に原告に送達されたと推定される。 

（２）請求異議の訴え関連－本件債務名義にかかる給付請求権の契約解除による

遡及消滅 

（争点②） 

（原告の主張） 

Ａ社の原告に対する６５６２万円の給付請求権は、Ａ社と原告との間の売

買契約を発生原因としている。原告は、Ａ社に対し、平成２３年６月１５日、

履行遅滞ないし履行不能を理由として解除の意思表示をし、同月１６日、同

意思表示は到達したため、上記売買契約は、遡及的に効力がなくなり、上記

給付請求権も消滅した。 

なお、上記解除原因は、本件債務名義の成立した事実審までに訴訟経過の

中で主張することができなかったものか、あるいは、争点になっていないも

のであって、既判力の基準時の制限には抵触しないし、原告がＡ社に対し、

解除に伴う損害賠償請求を行った場合には、訴訟物が異なり、既判力に抵触

しないのであるから、原告主張の解除権行使は、請求異議事由になりうる。 
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（被告の主張） 

原告主張の解除原因は、いずれも既判力の基準時までに存在したものであ

るから、民事執行法３５条２項に抵触し、請求異議の事由とはならない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点①（本件各滞納税金の時効消滅）について 

（１）証拠（甲６、乙７ないし乙９）及び弁論の全趣旨によれば、ア 本件各滞

納税金の法定納期限は、いずれも平成１７年５月３１日ないし平成１８年１

１月３０日までであること、イ 沖縄国税事務所長は、平成２０年１１月１

４日付けで、平成２０年差押えを行ったこと、ウ 上記差押の差押調書の謄

本は、同年１１月２１日までには、Ａ社及び原告にそれぞれ交付又は送達さ

れたことが認められる。 

そうすると、本件各滞納税金の国税徴収権は、平成２０年差押えによって、

平成２０年１１月２１日の時点で、中断しているというべきである。 

（２）原告は、（ア）国税徴収権の消滅時効は、その援用を必要とせず、その利

益の放棄もできないなどの絶対性を有することから、中断せず消滅するのが

原則であること、（イ）平成２０年差押えによって中断効の及ぶ範囲につい

ては、民法１４８条所定の相対的効力が原則である上、中断効自体は、滞納

者の免脱防止のための前記（ア）の例外であることから直接の滞納者に限定

されるべきである旨を主張する。しかしながら、ア 上記（ア）については、

国税通則法７２条２項所定の国税徴収権の時効による消滅が援用を要しない

などの「絶対的な効力」は、国税徴収権が時効消滅した場合の規定であって、

本件では、滞納者であるＡ社に対する国税徴収権は中断により、時効消滅し

ていないことから、国税徴収権の時効消滅の絶対的効力を論じる余地はなく、

イ 上記（イ）についても、a 本件債務名義にかかる給付請求権の債務者で

ある原告は、被告と本件各滞納税金の滞納者（債務者）との間の国税徴収権

の法律関係に関連がない（直接の債権債務関係に立たない）ことから、同人
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に中断の相対効を定める民法１４８条の適用はそもそも問題にならない上、b 

原告の主張は、つまるところ、本件債権差押えの第三債務者である原告が、

独自の立場で、本件債権差押えの請求債権である国税徴収権の時効消滅を主

張するものと解されるが、その法的根拠が不明であるというべきである。 

よって、原告の主張を採用することはできない。 

（３）そうすると、本件各滞納税金の国税徴収権は時効消滅したとはいえず、被

告は、国税徴収法６７条に基づき、本件債務名義に表示された給付請求権の

うち、本件各滞納税金の額について取立権を取得し、取立権の範囲において

上記給付請求権を承継したというべきである。 

よって、国税徴収権が時効消滅しており、承継すべき事由がないとする本

件執行文付与に対する異議の訴えについては理由がない。 

２ 争点②（本件債務名義にかかる給付請求権の契約解除による遡及消滅）につ

いて 

（１）証拠（甲２、甲３）及び弁論の全趣旨によれば、次のとおりの事実を認め

ることができる。 

ア 本件債務名義は、Ａ社が原告に対し６５６２万円の給付請求権を有する

旨の請求債権の存在をその内容としているが、その発生原因事実は、Ａ社

と原告との間の売買契約である。 

イ 本件債務名義の成立に先立つ第１審判決は、上記アの売買契約を構成す

る基本契約と個別契約につき、基本契約の期間満了により、Ａ社が訴訟上

請求する売買代金請求権についての請求原因事実となっていた個別契約に

ついても失効したとして、個別契約に基づくＡ社の原告に対する売買代金

請求を棄却した（那覇地方裁判所平成●●年（○○）第●●号売掛代金請

求事件）。Ａ社はこれを不服として控訴し、第２審判決は、個別契約の効

力を認め、Ａ社は弁済の提供も行っているとして、Ａ社の原告に対する売

買代金請求を認容した（本件債務名義）。なお、本件債務名義の成立にか
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かる事実審の口頭弁論終結時は、平成２２年９月７日である。 

ウ Ａ社は、原告に対し、個別契約の目的物について商品の引渡しを行って

いなかった。原告は、Ａ社に対し、平成２３年６月１５日、相当期間経過

後である平成１８年９月末日までに商品の引渡しがなかったとして、履行

遅滞ないし履行不能を理由として、解除の意思表示をし、同意思表示は、

平成２３年６月１６日、Ａ社に対し、到達した。 

（２）前記（１）で認定した事実によれば、原告は、本件債務名義の成立にかか

る訴訟において、既判力の基準時である（事実審の口頭弁論終結時《平成２

２年９月７日》）までに、履行遅滞ないし履行不能を理由として、売買代金

請求権の請求原因である個別契約について解除の意思表示をし、かつ、これ

を主張立証し得たが、これをしなかったこと、既判力の基準時以後に上記解

除の意思表示をしたことが認められる。 

ところで、解除権は、権利の発生ないし行使そのものに対する障害事由で

あるということができるので、権利そのものに付着する瑕疵（本件では、売

買代金請求権の障害事由）とみることができるのであるから、解除原因が既

判力の基準時前に存在している場合には、同基準時以後に行使することは、

同一の売買代金請求権の消長を来す主張という意味で、既判力の効力により

遮断され、許されるべきではない。 

これに反する原告の主張は採用できない。 

よって、本件債務名義にかかる給付請求権について、契約解除によって遡

及消滅したことは、民事執行法３５条２項に抵触し、請求異議の事由とはな

らない。 

３ 以上によれば原告の本件各請求は、いずれも理由がないからこれを棄却し、

訴訟費用の負担について民訴法６１条を適用し、さらに、当裁判所が平成２４

年５月２４日にした強制執行停止決定（平成●●年（○○）第●●号）には理

由がないので、これを取り消し、民事執行法３７条１項に基づいて仮執行宣言
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を付して、主文のとおり判決する。 

 

那覇地方裁判所民事第２部 

裁判官  澤井真一 


